	文書番号（任意記載）
	

	提出年月日
	令和　年　月　日


別紙様式第1号


	事業実施主体名
	

	代表者役職及び氏名
	



	申請先
	





	事業開始年度
	〇〇年度








事業実施計画　承認申請
（地域活性化型）


１　取組メニュー

　　活動計画策定事業
	①　都市と農山漁村の人々が交流するための取組
	

	②　都市住民が農山漁村に定住するための取組
	

	③　農山漁村で暮らす人々が引き続き住み続けるための取組
	


注　該当するメニューに「○」を記入してください。


２　事業実施主体等
	フリガナ
	　

	団体等名称
	　

	氏名フリガナ
	　

	代表者役職及び氏名
	　

	氏名フリガナ
	　

	連絡窓口担当者役職及び氏名（注１）
	　

	団体等の主たる事務所の所在地
	　

	団体等の連絡先TEL
	　

	団体等の連絡先E-mail
	　

	法人番号
	　

	地域指定状況（注２）
	

	[bookmark: _Hlk154116272]構成員となる個人及び
団体（注３）
	法人形態等
（注４）
	主な活動（注５）
	所在地
(市町村)

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	事業実施主体と連携する個人及び団体（注３）
	法人形態等
（注４）
	主な活動（注５）
	所在地
(市町村)

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　


注１　連絡窓口担当者が代表者と同一の場合は記入する必要はありません。
注２　実施要領別記１別表の交付率及び助成額欄の（４）に該当する場合は、地域指定状況を記載してください。
注３　行政機関については、部署名まで記載してください。
注４　「法人形態等」には、地域住民団体、農林漁家団体、NPO法人、株式会社、個人（農林漁業従事者）、社会福祉法人、民間企業、行政機関等の別を記入してください。
注５　「主な活動」には、本事業においてどのような役割を担うのか記載ください。




３　事業の実施体制及び役割分担
	［実施体制図］






［会計事務の審査体制］
	通常の審査体制
	代表者等が不在となった時の地位承継者

	
	代表者
	　
　
	　
	代表者
	

	
	運営責任者
	
	
	運営責任者
	

	
	事務局長
	
	
	事務局長
	

	
	経理責任者
	
	
	経理責任者
	



［会計監査及び事務監査の方法］




注１　事業に関係する者の全体像及び会計事務の審査体制が把握できるよう、図表（体制図）を用いて記載してください。
注２　連携する地方公共団体（都道府県、市町村）、研究機関等があれば（予定を含む。）、実施体制図にそれぞれの役割を含めて記載してください。
注３　事業実施主体の代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、事務局長又は経理責任者が不在となった場合の地位承継者等を必ず記載してください。また、代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、事務局長及び経理責任者等の経歴や実績の分かる資料を添付してください。
注４　再委託を行う場合は、再委託先の名称、事業内容及び業務範囲を明記してください（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について再委託することはできません。）。


４　地域の現況図
	事業実施地域の都道府県・市町村
	

	
	


注１　都道府県・市町村は、フリガナをつけてください。

	


　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　地域の現況図


[bookmark: _Hlk137111315]注１　事業実施地域の範囲を明示してください。

５　事業の目的・必要性と取組の概要
	









注１　申請する事業の趣旨を踏まえつつ、解決すべき課題や、その課題を解決するための取組内容について記入してください。


６　目標
	目標
	目標（注１）
	現在（注２）
（令和○年度）
	１年目
（令和○年度）
	２年目
（令和○年度）
	３年目
（令和○年度）

	項目
	単位
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



［現況値の把握方法］（注２）
	
	

	
	

	
	



［目標の設定根拠等］（注３）
	
	

	
	

	
	






注１　実施要領別記１別表の具体的な事業内容欄の①～③（以下「取組メニュー」という。）に対応する目標を以下から選択して設定し、現在（事業実施前）の状況と各年度の数値目標を記載してください。これに加えて、情報発信等による普及啓発に係る数値目標を必ず定めてください。
① 交流人口（人／年）
② 移住者数又は移住希望者数（人／年）
③ 定住人口の維持・増加数（事業実施地域における社会増減率（％）など、数値目標を定めること。）
注２　目標項目について、現況値の把握方法（データの引用元等）を記載してください。
注３　事業の実施によって実現しようとする各年度の目標値の設定根拠及びその計測方法を記載してください。



[bookmark: _Hlk161936844]７　事業実施内容
	１年目（令和○年度）
［具体的な取組内容］（注１・２）
１　地域の活動計画の策定（注３）
（１）ワークショップ開催

（２）先進地の視察及びセミナーへの参加

（３）活動計画の策定


２　体制構築及び実証活動等（注３）
（１）体制構築

（２）実証活動

（３）専門的スキルの活用


［取組内容ごとの実施スケジュール］
	番号
	取組内容（注４）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



［取組内容ごとの実施予定数等］
	番号
	取組内容（注４）
	実施予定数
	主要な
取組

	
	
	数量
	単位
	

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	　




２年目（令和○年度）
［具体的な取組内容］（注１・２）
１　体制構築及び実証活動等（注３）
（１）体制構築

（２）実証活動

（３）専門的スキルの活用


［取組内容ごとの実施スケジュール］
	番号
	取組内容（注４）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	
	
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



［取組内容ごとの実施予定数等］
	番号
	取組内容（注４）
	実施予定数
	主要な
取組

	
	
	数量
	単位
	

	1
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　



３年目（令和○年度）
［具体的な取組内容］（注１・２）
１　体制構築及び実証活動等（注３）
（１）体制構築

（２）実証活動

（３）専門的スキルの活用


［取組内容ごとの実施スケジュール］
	番号
	取組内容（注４）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



［取組内容ごとの実施予定数等］
	番号
	取組内容（注４）
	実施予定数
	主要な
取組

	
	
	数量
	単位
	

	1
	　
	　
	　
	　

	2
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　






注１　［具体的な取組内容］は、実施する取組内容ごとに記載し、以下の点を具体的に記載してください。
また、取組が目標の達成にどのように寄与するのかが分かるように記載してください。
①　事業１年目には、地域の活動計画策定に関する取組内容を必ず記載ください。地域の自立及び維持発展に向けた将来像を構想し、地域住民が主体となって農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した地域の創意工夫による活動計画づくりについて、具体的な取組内容を記載してください。
②　体制構築について、活動計画に掲げられた取組を実施するために必要な、従来から活動している団体等を活用した具体的な体制を構築する内容を記載してください。
③　実証活動について、活動計画に掲げられた取組の具現化に向けた具体的な内容を記載してください。
④　普及啓発について、普及啓発に資する情報発信などの具体的な取組内容を記載してください。
⑤　地域の課題、取組方針等を関係者間で共有し、事業を実施していくための合意形成の手法について、具体的な取組内容を記載してください。
⑥　専門的スキルを活用する場合、活動計画に掲げられた取組の具現化に向けて、地域外の人材が有するICT等の専門的スキルを活用して行う具体的な取組内容を記載してください。
⑦　アドバイザーを活用する場合、活用する取組内容、活用予定者、活用する人材の専門知識・経験・資格等を記載してください。
注２　複数の取組メニューを選択して申請する場合は、具体的な取組内容がいずれの取組メニューに該当するかを明記してください。
注３　実施要領別記１別表の具体的な事業内容欄の支援の内容に沿って記載してください。なお、実施しない内容がある場合は、当該項目を削除してください。
注４　表内の取組内容の欄は簡潔に記入し、併せて取組内容ごとの実施予定の数量及び単位を記載してください。「主要な取組」の欄には、取組のうち「６　目標」に位置付けた目標項目の達成を図る上で特に寄与すると考えられるものについて、「〇」を付してください。


８　年度別事業計画とその経費の内訳
	１年目（令和○年度）の取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	取組内容（注１）
	取組内容の詳細（注２）
	経費区分
（注３）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等（注４）

	
	
	
	①=②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	[bookmark: _Hlk148355226]
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	２年目（令和○年度）の取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	取組内容（注１）
	取組内容の詳細（注２）
	経費区分
（注３）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等（注４）

	
	
	
	①=②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	３年目（令和○年度）の取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	取組内容（注１）
	取組内容の詳細（注２）
	経費区分
（注３）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等（注４）

	
	
	
	①=②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	備　考（注５）
	他の補助金等：
自己資金調達先：


注１　実施要領別記１別表の具体的な事業内容欄の（１）及び（２）ア～ウの事業内容について記載してください。
注２　取組内容の詳細は「７　事業実施内容」との内容の整合を図ってください。
注３　経費区分は実施要領別記１の第３を参考に記載してください。
注４　経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください。
注５　他の補助金等を活用する場合は、活用する事業の所管団体及び事業の名称等を備考欄に記載してください。
　　　自己資金を活用する場合は、自己資金の調達先及び調達方法を記載してください。
　　　また、当該事業により収入が生じる場合は、その旨を記載してください。
注６　交付金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
注７　対象経費を確認するための次に掲げる資料を添付してください。
・謝金及び賃金については、単価とその単価が妥当で適正であることを示す根拠資料（地域協議会の謝金規程、雇用契約に基づく時間当たり単価等）
・旅費については、旅費規程など根拠資料
・外部委託については、積算又は見積書等の根拠資料
・その他の対象経費の算出根拠資料

９　その他特記事項
	









注１　事業の効率性や成果を高めるための創意工夫、事業終了後の展開可能性等について記入してください。
注２　農山漁村で暮らす人々が引き続き農山漁村に住み続けるため、本交付金と併せて他省庁の関連施策事業を活用して事業を実施する、又は既に実施している場合は、活用する関連施策事業について、省庁名、取組内容、取組時期等を記載してください。
注３　農山漁村の所得向上や雇用機会の確保につながることが期待できる場合、女性が重要な役割を担うなど女性の参画の促進を図っている場合は、具体的な内容を記載してください。併せて、事業終了後も活動を継続するための工夫を行っている場合は、その内容を記載してください。
注４　その他の特記事項がある場合は、記載してください。


別紙様式第２号
	文書番号（任意記載）
	

	提出年月日
	令和　年　月　日





	事業実施主体名
	

	代表者役職及び氏名
	



	申請先
	





	事業開始年度
	〇〇年度








事業実施計画　承認申請
（地域活性化型）


１　取組メニュー

　　農山漁村関わり創出事業
	①　農山漁村体験研修の実施
	

	②　情報の発信及び共有
	

	③　農村プロデューサー養成講座の実施
	


注　該当するメニューに「○」を記入してください。


２　事業実施主体等
	フリガナ
	　

	団体等名称
	　

	氏名フリガナ
	　

	代表者役職及び氏名
	　

	氏名フリガナ
	　

	連絡窓口担当者役職及び氏名（注１）
	　

	団体等の主たる事務所の所在地
	　

	団体等の連絡先TEL
	　

	団体等の連絡先E-mail
	　

	法人番号
	　


注１　連絡窓口担当者が代表者と同一の場合は記入する必要はありません。

３　事業の実施体制及び役割分担
	［実施体制図］






［会計事務の審査体制］
	通常の審査体制
	代表者等が不在となった時の地位承継者

	
	代表者
	　
　
	　
	代表者
	

	
	運営責任者
	
	
	運営責任者
	

	
	事務局長
	
	
	事務局長
	

	
	経理責任者
	
	
	経理責任者
	



［会計監査及び事務監査の方法］




注１　事業に関係する者の全体像及び会計事務の審査体制が把握できるよう、図表（体制図）を用いて記載してください。
注２　連携する地方公共団体（都道府県、市町村）、研究機関等があれば（予定を含む。）、実施体制図にそれぞれの役割を含めて記載してください。
注３　事業実施主体の代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、事務局長又は経理責任者が不在となった場合の地位承継者等を必ず記載してください。また、代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、事務局長及び経理責任者等の経歴や実績の分かる資料を添付してください。
注４　再委託を行う場合は、再委託先の名称、事業内容及び業務範囲を明記してください（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について再委託することはできません。）。

４　本事業の目的・必要性と取組の概要
	









注１　申請する事業の趣旨を踏まえつつ、解決すべき課題や、その課題を解決するための取組内容について記入してください。


５　目標
	［目標項目］




［目標項目の根拠・計測方法等］



［その他］





注１　「目標項目」には、事業内容に応じた目標項目を設定してください。また、現在（事業実施前）の状況、１年目、２年目（※②情報の発信及び共有を選択した場合記入不要）の目標値を定量的に記入するとともに、その根拠や計測方法を必ず記入してください。
注２　事業の種類で①農山漁村体験研修の実施を選択した場合、取組目標は自走化構想の実現に係る目標を設定した上で、「自走化構想の実現に向けて必要な取組に係る目標項目」、就農支援制度へ導いた人数や割合等、「研修参加者が農山漁村地域での活動へ関心を持つことに係る定量的な目標項目」、「就職氷河期世代（1970年度から1985年度までに誕生した者に限る。）の研修参加者に係る目標項目（研修参加者に占める割合等）」を入れてください。また、これに加えて、本事業の目的に鑑みて適切な目標項目を別途設定してください。
注３　事業の種類で②情報の発信及び共有を選択した場合、多様な人材に、農山漁村を新たな活躍の場として認知してもらえた度合等に関する定量的な目標項目、事業全体の情報発信に係る効果を測る定量的な目標項目を設定してください。
注４　事業の種類で事業の種類で③農村プロデューサー養成講座の実施を選択した場合、実施要領別記１第２の４の（４）のアに規定する目標項目を設定してください。


６　事業実施内容
	（１）取組概要（注１）
　（具体的な取組内容について記載）




※研修実施地域が決まっている場合、下記も記入してください。
	研修実施地域名
	農林水産業の体験研修内容
	地域のコミュニティ体験研修内容

	
	
	

	
	　
	　

	
	　
	　



（２）研修生の募集方法（注２）
　（具体的な取組内容について記載）




（３）研修地域の募集方法と研修実施地域の募集体制（注２）
　（具体的な取組内容について記載）


※研修実施地域が決まっている場合、下記も記入してください。
	研修実施地域名
	実施地域の代表組織名

	
	

	
	　

	
	　



（４）取組内容
１年目（令和○年度）
［具体的な取組内容］






［取組内容ごとの実施スケジュール］
	番号
	取組内容（注４）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



［取組内容ごとの実施予定数等］
	番号
	取組内容（注４）
	実施予定数
	主要な
取組
（注５）

	
	
	数量
	単位
	

	1
	　
	　
	　
	　

	2
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　




２年目（令和○年度）（注３）
［具体的な取組内容］







［取組内容ごとの実施スケジュール］
	番号
	取組内容（注４）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



［取組内容ごとの実施予定数等］
	番号
	取組内容（注４）
	実施予定数
	主要な
取組
（注５）

	
	
	数量
	単位
	

	1
	　
	　
	　
	　

	2
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　






注１　事業の種類で、②情報の発信及び共有又は③農村プロデューサー養成講座の実施を選択した場合は、（１）取組概要（表を除く）及び（４）取組内容のみ記載してください。
注２　研修生や研修実施地域の募集方法、募集媒体、申込資格を含め、具体的に記述してください。
注３　事業の種類で、②情報の発信及び共有又は③農村プロデューサー養成講座の実施を選択した場合は、２年目の記載は不要です。
注４　「取組内容」の欄には、（１）～（３）に記載した取組の内容を簡潔に記載してください。
注５　「主要な取組」の欄には、取組のうち「５　目標」に位置付けた目標項目の達成を図る上で特に寄与するものについて、「〇」を記入してください。


７　年度別事業計画とその経費の内訳
	１年目（令和○年度）の取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	取組内容（注１）

	経費区分
（注２）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等（注３）

	
	
	①=②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	２年目（令和○年度）の取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	取組内容（注１）
	経費区分
（注２）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等（注３）

	
	
	①=②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	備　考（注４）
	他の補助金等：
自己資金調達先：


注１　取組内容の詳細は「６　事業実施内容」との内容の整合を図ってください。
注２　経費区分は実施要領別記１第３を参考に記載してください。
注３　経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください。
注４　他の補助金等を活用する場合は、活用する事業の所管団体及び事業の名称等を備考欄に記載してください。
自己資金を活用する場合は、自己資金の調達先及び調達方法を記載してください。
また、当該事業により収入が生じる場合は、その旨を記載してください。
注５　交付金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
注６　事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載してください。


注７　対象経費を確認するための次に掲げる資料を添付してください。
・謝金及び賃金については、単価とその単価が妥当で適正であることを示す根拠資料（地域協議会の謝金規程、雇用契約に基づく時間当たり単価等）
・旅費については、旅費規程など根拠資料
・外部委託については、積算又は見積書等の根拠資料
・その他の対象経費の算出根拠資料

８　その他特記事項
	









注１　事業の効率性や成果を高めるための創意工夫、事業終了後の展開可能性等について記入してください。
注２　その他の特記事項がある場合は、記載してください。


別紙様式第３号
	文書番号（任意記載）
	

	提出年月日
	令和　年　月　日





	事業実施主体名
	

	代表者役職及び氏名
	



	申請先
	





	事業開始年度
	〇〇年度








事業実施計画　承認申請
（地域活性化型）


１　取組メニュー

　　農山漁村情報発信事業
	（１）　「ディスカバー農山漁村（むら）の宝」選定事例の情報発信
	

	（２）　農業遺産等の情報発信
	

	　①　大阪・関西万博の展示及びステージ公演に係る支援
	

	　②　多面的機能等に関するシンポジウム
	

	　③　農業遺産及び世界かんがい施設遺産に関するシンポジウム等の開催
	


注　該当するメニューに「○」を記入してください。


２　事業実施主体等
	フリガナ
	　

	団体等名称
	　

	氏名フリガナ
	　

	代表者役職及び氏名
	　

	氏名フリガナ
	　

	連絡窓口担当者役職及び氏名（注１）
	　

	団体等の主たる事務所の所在地
	　

	団体等の連絡先TEL
	　

	団体等の連絡先E-mail
	　

	法人番号
	　


注１　連絡窓口担当者が代表者と同一の場合は記入する必要はありません。

３　事業の実施体制及び役割分担
	［実施体制図］






［会計事務の審査体制］
	通常の審査体制
	代表者等が不在となった時の地位承継者

	
	代表者
	　
　
	　
	代表者
	

	
	運営責任者
	
	
	運営責任者
	

	
	事務局長
	
	
	事務局長
	

	
	経理責任者
	
	
	経理責任者
	



［会計監査及び事務監査の方法］






注１　事業に関係する者の全体像及び会計事務の審査体制が把握できるよう、図表（体制図）を用いて記載してください。
注２　連携する地方公共団体（都道府県、市町村）、研究機関等があれば（予定を含む。）、実施体制図にそれぞれの役割を含めて記載してください。
注３　事業実施主体の代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、事務局長又は経理責任者が不在となった場合の地位承継者等を必ず記載してください。また、代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、事務局長及び経理責任者等の経歴や実績の分かる資料を添付してください。
注４　再委託を行う場合は、再委託先の名称、事業内容及び業務範囲を明記してください（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について再委託することはできません。）。

４　本事業の目的・必要性と取組の概要
	






注１　申請する事業の趣旨を踏まえつつ、解決すべき課題や、その課題を解決するための取組内容について記載してください。

５　成果目標及び効果
	［目標項目］




［目標項目の計測・確認方法］



［効果］





注１　「目標項目」には、事業内容に応じた具体的な目標項目を設定してください。

６　事業実施内容
	（令和○年度）
［具体的な取組内容］





［取組内容ごとの実施スケジュール］
	番号
	取組内容（注１）
	スケジュール

	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	1
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



［取組内容ごとの実施予定数等］
	番号
	取組内容（注１）
	実施予定数
	主要な
取組
（注２）

	
	
	数量
	単位
	

	1
	　
	　
	　
	　

	2
	　
	　
	　
	　

	3
	　
	　
	　
	　

	4
	　
	　
	　
	　

	5
	　
	　
	　
	　







注１　「取組内容」の欄には［具体的な事業内容］欄に記載した取組の内容を簡潔に記載してください。
注２　「主要な取組」の欄には、取組のうち「取組目標」に位置付けた目標項目の達成を図る上で特に寄与するものについて、「〇」を記入すること。



７　年度別事業計画とその経費の内訳
	１年目（令和○年度）の取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	取組内容（注１）

	経費区分
（注２）
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	計算式等（注３）

	
	
	①=②＋③＋④
	②
	③
	④
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	備　考（注４）
	他の補助金等：
自己資金調達先：


注１　取組内容の詳細は「６　事業実施内容」との内容の整合を図ってください。
注２　経費区分は実施要領別記１第３を参考に記載してください。
注３　経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください。
注４　他の補助金等を活用する場合は、活用する事業の所管団体及び事業の名称等を備考欄に記載してください。
　　　自己資金を活用する場合は、自己資金の調達先及び調達方法を記載してください。
　　　また、当該事業により収入が生じる場合は、その旨を記載してください。
注５　交付金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
注６　事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載してください。
注７　対象経費を確認するための次に掲げる資料を添付してください。
・謝金及び賃金については、単価とその単価が妥当で適正であることを示す根拠資料（地域協議会の謝金規程、雇用契約に基づく時間当たり単価等）
・旅費については、旅費規程など根拠資料
・外部委託については、積算又は見積書等の根拠資料
・その他の対象経費の算出根拠資料



８　その他特記事項
	









注１　事業の効率性や成果を高めるための創意工夫、事業終了後の展開可能性等について記入してください。

